（様式７・交付要綱様式第８号）
令和　　年　　月　　日

山添村長　　野村　栄作　様
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
住 　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　 称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者の役職・氏名　　　　　　　　　　　　　 印

[bookmark: _Hlk220610282]山添村小規模事業者持続的経営支援補助金に係る補助事業実績報告書

山添村小規模事業者持続的経営支援補助金交付要綱第１５条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記

１．補助事業名（補助金交付決定通知書の日付を記載のこと。）
　　　　山添村小規模事業者持続的経営支援補助金事業
　　　　（令和　　年　月　日交付決定）

２．事業期間
　　　　開始　　令和　　年　　月　　日
　　　　終了　　令和　　年　　月　　日

３．実施した補助事業の概要
（１）事業者名

（２）事業名

（３）事業の具体的な取組内容

（４）事業成果（概要）

（５）事業経費の状況
　　　・支出内訳書（別紙2）

（６）本補助事業がもたらす効果等
（７）本補助事業の推進にあたっての改善点、意見等

４．「従業員の賃金を引き上げる取組」について（該当者のみ）
	○事業者内最低賃金引き上げ確認期間（３か月）の設定期間
	
　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日


　　　　　　　（注）「事業者内最低賃金引き上げ確認期間」の始期は、
　　　　　　　　　　　1)「１．」の「交付決定日」以前に実際の引き上げ実施の場合：
⇒交付決定日が始期（ここから３か月間）
　　　　　　　　　　　2)「１．」の「交付決定日」後に実際の引き上げ実施の場合：
⇒実際の引き上げ実施日が始期（ここから３か月間）
となります。

○事業者内最低賃金引き上げ確認期間経過後に提出いただく
①「賃金引き上げ状況報告書」（様式第９）
②引き上げ後の事業者内最低賃金額を追記または記載した就業規則等
③賃金支払い対象者全員に係る賃金台帳の写し（事業者内最低賃金引き上げ確認期間のもの）
　　　　④「時間換算額」算出根拠表（別紙５）＊月給制の対象労働者がいる場合の提出時期について（いずれか該当するものに○）
　　　　　（　　）この実績報告書に添付して提出しています。
　　　　　（　　）事業者内最低賃金引き上げ確認期間が終了していないため、
後日、期間終了後速やかに提出します。
　　　　　　　　（提出予定日：　令和　　年　　月　　日）















（別紙２）【様式：実績報告書に添付】

支出内訳書
事業者名：　　　　　　　　　　　

（単位：円）
	経費区分
	補助対象経費

	１．機械装置等費
	

	２．広報費
	

	３．ウェブサイト関連費
	

	４．展示会等出展費（オンラインによる展示会・商談会等を含む）
	

	５．旅費
	

	６．新商品開発費
	

	７．借料
	

	８．委託・外注費 
	

	補助対象経費合計（上記1.～8.の合計）
	

	（１）補助対象経費合計の
３分の２の金額（円未満は切り捨て）
	

	（２）交付決定通知書記載の補助金の額
（計画変更で補助金の額を変更した場合は変更後の額）
	

	（３）交付を受ける補助金額
（（１）または（２）のいずれか低い額）
	



